
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

サーバ統合環境基盤運用事業 継続 政策的経費 行財政構造改革 第四次行財政改革実行プラン ○ H24 7 54,940 54,940 ○

庁内情報システム社会保障・税番号制度対応事業 継続 政策的経費 ○ H26 5 12,836 12,836 ○

公共データ民間利活用推進事業 継続 政策的経費 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 福井経済新戦略 ○ ○ H25 6 2,493 2,493 ○

県政広報電子化推進事業 新規 政策的経費 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 ○ H30 1 1,037 1,037

電子申請・施設予約サービス事業 継続 政策的経費 行財政構造改革 ○ H17 14 8,947 5,433 3,514 ○

情報セキュリティ強化事業 継続 政策的経費 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 ○ H28 3 68,205 23,507 44,698 ○

政策統計・マーケティング事業 継続 政策的経費 行財政構造改革 「福井県民の将来ビジョン」等 ○ H19 12 ○ △ 7,000

福井県就業実態調査事業 継続 政策的経費 第１０次福井県職業能力開発計画 ○ H25 6 20,307 20,307 ○

8 1 168,765 28,940 139,825 6 1 △ 7,000

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

平成
３０年度
予算額

 財源内訳

平成２９年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 現年度

課・室名 政策統計・情報課 （単位：千円）



課長名

■ ■ H24 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 7 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

（平成２８年度実績）
　計画どおりに順調に運用が実施された。
　　累計稼働システム数　　６８
　　累計稼働サーバ台数　１８６

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

平成２８年度末で６８システムが移行し、合計で４０４，４２２千円の経費
削減効果があった。

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

（１）「福井県サーバ統合環境基盤」の運用（サービス利用型）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９，２４８千円
（２）「福井県サーバ統合環境基盤」への移行作業の障害発生対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，２１０千円
（３）「福井県サーバ統合環境基盤」と庁内ネットワーク間の通信回線切り替え　　　　　　　　　　　　　　　４，４８２千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計５４，９４０千円

［受益者］ 福井県サーバ統合環境基盤を利用するシステム ［想定される受益者数］ ７７システム（見込）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名 サーバ統合環境基盤整備事業（第1次）

〕
政　　策  〔

［事業目的］

従来、庁内の情報システムは各所属でサーバの調達、保守を行ってきた。
仮想化技術を活用したサーバ統合環境基盤を整備し、各システムを順次基盤上に移行させることで、情報システムに係る経費の削減とセキュリティ面を含めた安定的
な運用を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 行財政構造改革
関連する県の計画等 〔 第四次行財政改革実行プラン

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 H34

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

サーバ統合環境基盤運用事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛
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課長名

■ ■ H24 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 7 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

43,012 42,234 43,012 48,235

41,284 40,766 41,111 46,935

40,506 40,506 40,506

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(14) (19) (30) (20)

39 32 15 16

■ 無

□ 有

他県の状況
各県でネットワークの構成等、環境基盤が異なるため比較が困難であ
る。

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 移行サーバ台数
(目標) (16) 各サーバ固有のシステム上の性質等を考慮しながら移行を検討し、現行の長期継続契約終

了後に順次移行する。
実績

成果指標
(目標)

基盤の安定した稼働を目標としており、成果指標の設定になじまない。

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

移行対象システム数の増減に伴う増減。

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 54,940

ネットワーク通信回線切り替えに伴う増。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

補 助 金 H34

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

54,940 54,940

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

サーバ統合環境基盤運用事業

部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託
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課長名

□ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

■ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

庁内情報システム社会保障・税番号制度対応事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H32

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔

［事業目的］

社会保障・税番号制度の導入に伴い、県民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための社会基盤を構築する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔
関連する県の計画等 〔

縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

　　　（１）平成２６年度から２７年度にかけて整備した統合宛名管理システムの運用　　６，７６１千円
　　　（２）データ標準レイアウト改版対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，０７５千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　１２，８３６千円

［受益者］ 福井県民 ［想定される受益者数］ ７８万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
制度導入に際し各市町が滞りなく対応できるよう県が情報提供等
を行う。

事業名

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

平成２９年７月に行政機関間の情報連携開始

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □

- 3 -



課長名

□ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

■ □ 5 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

29,863 92,835 14,877 6,657

32,108 48,486 14,877 6,657

32,059 46,163 14,876

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

庁内情報システム社会保障・税番号制度対応事業

部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

12,836 12,836

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 12,836

データ標準レイアウトの改版に伴う増。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標)

統合宛名管理システムの円滑な運用を目的としており、成果指標の設定になじまない。

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

システム整備の工程に伴う増減。

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 他県も本県と同様、データ標準レイアウトの改版対応を行っている。
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標)

統合宛名管理システムの円滑な運用を目標としており、活動指標の設定になじまない。

実績

- 4 -



課長名

■ ■ H25 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
（平成２８年度実績）
　オープンデータ数を１３６→１６４に増やし、目標１６１を上
回った。

オープンデータのアプリ等へのさらなる利活用を促すた
め、汎用性の高い五つ星データの公開を進めるとともに、
（一社）福井県情報システム工業会が「福井しあわせ元気
国体・大会」に向けて実施するアプリ開発勉強会、さらに
はアプリ作成を支援する。

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

（１）オープンデータ利活用推進事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８７３千円
　　　（一社）福井県情報システム工業会が「福井しあわせ元気国体・大会」に向けて実施するアイデアソン、ハッカソン、アプリ開発勉強会、およびそれ
　　　らを踏まえたデモアプリ作成を支援し、産学官で本県の魅力を発信していく。
（２）利活用されるデータのオープンデータ化推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０千円
　　　（１）で開催されるアイデアソン、ハッカソンでの意見をもとに「福井しあわせ元気国体・大会」で活用されるデータの公開・拡充を行うとともに、
　　　県と県内１７市町とが共同で内容や形式を統一したデータの掘り起こしを行い、切れ目なく提供していく。
（３）五つ星オープンデータの整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，６２０千円
　　　（１）で作成するアプリに必要となるデータを公開するため、汎用性の高い形式によりデータ提供を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　２，４９３千円

［受益者］ 日本国民 ［想定される受益者数］ 約１．２億人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
県および県内１７市町の共同データや一部市町共同データの提供
に向け、データ形式の統一や市町との調整を行っている。
※全市町と共同でデータを公開している都道府県は本県のみ。

事業名

〕
政　　策  〔 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」

［事業目的］

平成３０年度開催の「福井しあわせ元気国体・大会」を本県をＰＲする契機と捉え、産学官が連携してオープンデータを推進し、県民や来県する選手、観光客等に対
し、大会の情報や食、観光の情報を発信していく。また、利活用をさらに促進するために、幅広く利用できる五つ星オープンデータの整備をすることにより、それら
のデータを活用したアプリ等の開発を促進させ、県内ＩＴ産業の振興や県民の利便性向上をめざす。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県政
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

公共データ民間利活用推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛
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課長名

■ ■ H25 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 6 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

- 1,193 498 2,496

- 1,193 498 2,496

- 689 297

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(133) (161) (185)

108 136 164 186

■ 無

□ 有

他県の状況

○オープンデータ数（Ｈ29.10時点）
　福井県１６８
　石川県　６９
　富山県　　０

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 オープンデータの数
(目標) (200)

三つ星、四つ星のみならずより汎用性の高い五つ星データの公開を進める。

実績

成果指標 国体アプリの開発
(目標) (1)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

補助金等の金額に増減があったため。

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 2,493

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

2,493 2,493

1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

公共データ民間利活用推進事業

部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了平成２９年１０月Ｗｅｂサイト公表

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

広報紙をＷｅｂおよびアプリ化実証事業のモデルケースとして広報紙の電子化サービス利用料　１，０３７千円

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ ７８万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」

［事業目的］

紙媒体で配布している広報紙の内容を、幅広く県民に提供するため、Ｗｅｂサイトやアプリ等を活用した県政広報の電子化を推進する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県政
関連する県の計画等 〔

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

県政広報電子化推進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

- - - 0

- - - 0

- - -

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

- - - (4)

4

- - - (60)

60

■ 無

□ 有

他県の状況 東京都、茨城県が正式利用
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 登録広報紙数
(目標) (100)

発行数

実績

成果指標 広報種類
(目標) (6)

広報紙の種類

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,037

サービス利用料２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

補 助 金 -

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,037 1,037

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

県政広報電子化推進事業

部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営
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課長名

■ ■ H17 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 14 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

（平成２８年度実績）
 電子申請の申請数（県・市町の合計）は前年比108％と増加してお
り、利用が進んでいる。
 庁内各課や市町への研修、イベント等の申込等での利用を促進し、
担当者の業務効率化に寄与した。

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

電子申請、施設予約システムの運用等に係る経費　　　８，９４７千円

　本システムを利用することで、２４時間３６５日いつでも申請・予約が可能となり、インターネットを利用できる環境にあれば、外出中でも申請処理状況、施設の
空き状況および予約状況を随時確認できる。平日に窓口へ問い合わせ等を行う必要がなくなり県民の負担を軽減できるだけでなく、データが自動的にシステムへ反映
されるためエラーが逓減され、効率的で円滑に申請手続を行うことが可能となる。

［受益者］ 日本国民 ［想定される受益者数］ 約１．２億人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
１７市町と共同でシステムを運用し、市町分については負担金を
徴収し、県分と併せて執行している。

事業名

〕
政　　策  〔

［事業目的］

県民等が「いつでも」「どこからでも」「容易に」「安全に」申請・届出などの行政手続や施設の予約を行えるよう、市町と共同でクラウドコンピューティング技術
を活用した電子申請・施設予約サービスを行う。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 行財政構造改革
関連する県の計画等 〔

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 H33

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

電子申請・施設予約サービス事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛
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課長名

■ ■ H17 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 14 年

諸収入

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

13,103 18,631 72,887 9,486

13,103 18,075 30,325 8,941

12,971 18,074 30,297

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

58,738 68,021 73,622

826 837 799

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
申請対象サービス数・施
設数

(目標) 時限的な行事や全国イベントの開催回数等に左右されるため、目標数値を設定するのは困
難である。

実績

成果指標 申請数
(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

Ｈ28新規システム構築費等による増減

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 8,947

契約額確定による減および施設予約システム研修料の減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

補 助 金 H33

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

8,947 5,433 3,514 電子申請システム市町負担金

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

電子申請・施設予約サービス事業

部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

情報セキュリティ強化事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 H34

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」

［事業目的］

顕在化する標的型攻撃などのリスクに備えるため、情報セキュリティ対策を強化する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県政
関連する県の計画等 〔

縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

（１）インターネットと個人番号利用事務用ネットワークの分離保守　　　　　　　　　　　　　　　２１，１５５千円
　　　インターネットから分離された個人番号利用事務専用のネットワークを構築し、個人番号利用事務専用の端末を配
　　　備することにより、特定個人情報を厳格に管理する。
（２）情報セキュリティクラウド利用料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７，０５０千円
　　　県および県内市町のインターネットへの出入り口を一つに集約し、県および県内全市町の情報セキュリティレベル
　　　を統一する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計６８，２０５千円

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ ７８万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
情報セキュリティクラウドにより県および県内自治体のセキュリ
ティを強化する。

事業名

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

情報セキュリティクラウドの本稼働（Ｈ29.7）

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

諸収入

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

- - 325,671 55,166

- 238,400 315,138 59,262

- 0 315,138

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

情報セキュリティ強化事業

部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 H34

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

68,205 23,507 44,698 情報セキュリティクラウド市町負担金

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 68,205

無償保守期間終了に伴う保守料の増２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) インターネット環境および情報セキュリティクラウドを適切に運用することを目標として

おり、成果指標の設定になじまない。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

Ｈ28の情報セキュリティ構築に伴う増減（Ｈ27年度予算はＨ28年度に繰り越し執行）

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 情報セキュリティクラウド
　４７都道府県が構築済

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標) インターネット環境および情報セキュリティクラウドを適切に運用することを目標として

おり、活動指標の設定になじまない。
実績
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課長名

■ ■ H19 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 12 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

政策統計・マーケティング事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔

［事業目的］

「福井県民の将来ビジョン」や「福井ふるさと元気宣言」にそった政策を推進するために、施策の企画・立案、検証に必要な調査・集計を行う。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 行財政構造改革
関連する県の計画等 〔 「福井県民の将来ビジョン」等

縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

○政策統計・情報課が調査に必要となる予算をあらかじめ確保し、政策推進課、関係各課と協議し、必要な調査（集計）を迅速に実施する。
　事業費　７，０００千円

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ ７８万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

■ 整理統合 □ 廃止 □ その他

ひとり親家庭実態調査、ボランティア活動に関する調査、食品の海
外輸出に関する実態調査、地域ブランドベンチマーク調査を実施し
た。

政策推進課予算政策統計・マーケティング事業に統合。

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 7,000

□ 拡充 □
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課長名

■ ■ H19 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 12 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

8,000 7,000 7,000 7,000

8,000 7,000 7,000 7,000

7,686 4,411 5,491

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(6) (7) (5) (5)

6 7 5 4

□ 無

■ 有

政策統計・マーケティング事業

部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

0 0

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 0

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 石川県、富山県ともに予算措置なし。
関連事業の有無・

役割分担

事業名 政策統計・マーケティング事業（政策推進課）

（役割分担）

総務省への届出が必要となる事実調査を政策統計・情報課、意識調査
を政策推進課が担う。

活動指標 独自統計調査実施回数
(目標) (5)

実績
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課長名

■ ■ H25 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

福井県就業実態調査事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔

［事業目的］

就職支援施策に必要不可欠な就業・不就業に関するデータを蓄積し、就業改善のための基礎資料とする。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔
関連する県の計画等 〔 第１０次福井県職業能力開発計画

縮減

（実績）

平成２０年秋から経済状況や雇用情勢の悪化に伴い、完全失業率等の労働状
況に関する指標を把握する必要が生じた。
本事業により、国の労働力調査よりも一歩踏み込んで、精度が高くかつより
新しい数値を把握することができた。

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

（１）調査期日　　　　　毎月末日
（２）調査対象　　　　　毎月８０調査区、約１，２００世帯に居住する１５歳以上の世帯員
（３）調査項目　　　　　就労の有無、就業者の就業状況、失業者等の実態に関する調査項目
（４）集計・結果の公表　若年層に関する就業実態（フリーター数調査）
　　　　　　　　　　　　正社員・非正規職員・従業員に関する就業実態
　　　　　　　　　　　　完全失業者の詳細集計
　　　　　　　　　　　　完全失業率をはじめとする月別就業状態

　事業費　２０，３０７千円

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ ７８万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名 福井県労働状況調査

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

毎月、最新の状況を把握し、速やかな情報提供を実施し、迅速に雇
用の変動を捉えることができた。

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □

- 15 -



課長名

■ ■ H25 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

20,307 20,307 20,307 20,307

20,307 20,307 20,307 20,307

20,265 20,265 20,265

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

12,872 12,489 12,299 12,477

□ 無

■ 有

福井県就業実態調査事業

部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 武部　衛

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

20,307 20,307

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 20,307

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) 完全失業率等の雇用情勢に関する調査結果は、特定の分野に限定せず幅広く活用されるべ

き性質であるため、成果指標の設定になじまない。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
完全失業率（平成２９年第４四半期）
　福井県　１．４％　　３位
　石川県　１．８％　　７位
　富山県　２．１％　１３位

関連事業の有無・
役割分担

事業名 労働力調査

（役割分担）

国の労働力調査は完全失業率等を公表している。
都道府県ごとの標本数が少ない、男女別でない、公表が四半期毎、公
表時期が２か月後と遅い、などの不十分な点がある。

活動指標 調査世帯数
(目標) 時系列で結果を比較する必要があり、調査設計時のサンプル数は基本的に変動しないた

め、目標数値を設定するのは困難である。（２９年度は見込）
実績
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